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特別支援教育将来構想審議会意見反映状況（第2期宮城県特別支援教育将来構想 答申）  

 

第2期宮城県特別支援教育将来構想答申最終案（R6.11.21審議会資料） 答申として修正 

                目次 

Ⅳ－目標２－１多様な教育的ニーズに応じた学びの場の実現 

（5）高等学校等における特別な配慮や支援を必要とする児童生徒の学びの充実・・26P 

      ２学習の質を高めるための教員の専門性向上 

（4）専門性向上を支える校内組織の整備・・28P 

 

Ⅰ 第2期宮城県特別支援教育将来構想の策定について                

１ 策定の背景 

平成１８年１２月に国連で採択された「障害者の権利に関する条約
*１

」について、我

が国においては関係法令等の整備を進め平成２６年１月に批准しました。同条約は

「全ての障害者によるあらゆる人権及び基本的自由の完全かつ平等な享有を促進し、

保護し、及び確保すること並びに障害者の固有の尊厳の尊重を促進すること」を目的

としており、教育においてはインクルーシブ教育システム
*２

の構築を提唱しています。 

国においては、平成１９年の学校教育法等の一部改正による特別支援教育の本格的

実施、平成２５年の学校教育法施行令等の改正のほか、平成２８年４月に「障害を理

由とする差別の解消の推進に関する法律」が施行されるなど共生社会
*３

の形成に向けた

インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育が推進されています。また、

令和4年9月に国連「障害者の権利に関する委員会」で採択された「日本の第1回

政府報告に関する総括所見」の中で、教育に係る勧告が行われ、それに対し国として

は、勧告の趣旨を踏まえインクルーシブ教育システムの推進に向けた取組を進めてい

くとしています。 

このような中、本県においては、平成１７年に「宮城県障害児教育将来構想」を策

定し、インクルーシブ教育システムを先取りする形で障害のある子どもと障害のない

子どもが「共に学ぶ」教育環境づくりや「生きる力」を培う教育を進めました。また、

平成２７年に策定した「宮城県特別支援教育将来構想（以下「現構想」という。）」で

は、インクルーシブ教育システムの構築のための特別支援教育の推進のほか、障害の

ある全ての児童生徒が、地域の中で、夢や希望の実現に向けて主体的に生きていく姿

の全面的な支援に取り組んできました。 

 

 

（5）高等学校等における特別な配慮や支援を必要とする  生徒の学びの充実・・26P 

 

（4）専門性向上を支える校内体制の整備・・28P 
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この１０年間で、新型コロナウイルス感染症により、施策への影響はありましたが、

特別支援学校におけるセンター的機能
*４

の充実による就学前からの切れ目ない支援、居

住地校学習
*５

などにより特別支援教育への理解は進んでいます。一方で、特別な支援を 
 

*１ 障害者の権利に関する条約 
障害者の人権や基本的自由の享有を確保し、障害者の固有の尊厳の尊重を促進するため、障

害者の権利を実現するための措置等を規定 
*２ インクルーシブ教育システム 

人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発
達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的のもと、障害のある者と障
害のない者が共に学ぶ仕組み 

*３ 共生社会 
これまで必ずしも十分に社会参加できるような環境になかった障害者等が、積極的に参加・
貢献していくことができる社会であり、誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合い、人々の多
様な在り方を相互に認め合える全員参加型の社会 

*４ 特別支援学校のセンター的機能 
特別支援学校においては幼稚園、小学校、中学校、高等学校又は中等教育学校等を含む関係機
関や保護者に対し、要請に応じて児童生徒又は幼児の教育に関し必要な助言又は援助を行うこ
と 

*５ 居住地校学習 
県立特別支援学校の児童生徒と居住地の小・中学校等の児童生徒との交流学習及び共同学習 

 

 

必要とする児童生徒が増加している中で、多様な教育的ニーズに応じた切れ目ない支

援体制の確立、インクルーシブ教育システムの構築に係る多様な学びの場
*６

の整備や県

立特別支援学校の狭隘化の解消等が引き続き求められています。今回策定する「第2

期宮城県特別支援教育将来構想」は、これまでの取組や新たな課題を踏まえ、本県に

おける特別支援教育の方向性を示すものです。 

 

２ 計画期間 

令和７年度から令和１６年度までの１０年間の期間とします。 

 

３ 特別支援教育を取り巻く状況等 

(1) 本県の特別支援教育を取り巻く状況 

① 児童生徒数の推移 

本県の小・中学校・義務教育学校・中等教育学校前期課程（以下「小・中学校

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要請に応じて幼児児童生徒の教育に関し・・・ 

 

 

 

 

必要とする幼児児童生徒が増加している中で、・・・ 
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等」という。）の特別支援学級で学ぶ児童生徒数は平成２５年度２，６７５人から

令和５年度４，６６３人に増加（７４．３％増）し、令和５年度は、知的障害と

自閉症・情緒障害が９２．５％を占め、平成２５年度と比較すると知的障害は 

９４．７％、自閉症・情緒障害は６９．２％増加しています。このほか、肢体不

自由を除く障害種別で増加傾向にあります。 

通級
*7

による指導を受けている児童生徒数は、平成２５年度２，２５１人から令

和５年度４，５７１人に増加（１０３．１％増）し、令和５年度はＬＤ
*８

・ADHD
*９

、

自閉・情緒障害が全体の７２．６％を占めています。また、ＬＤ・ADHD、自閉・

情緒障害は平成２５年度８２２人から令和５ 

年度３，３１７人と大幅に増加しています。 

さらに、令和４年度の文部科学省調査
*10

においても、知的発達に遅れはないもの

の学習面又は行動面で著しい困難を示す児童生徒は小・中学校等では通常の学級

に８．８％程度、高等学校では２．２％程度在籍しているとされ、平成２４年度

調査結果（高等学校は調査対象外）との比較では、小・中学校等で２．３ポイン

ト上昇しています。 

 

*６ 多様な学びの場 
義務教育段階においては、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校 

*７ 通級 
大部分の授業を小・中・高等学校の通常の学級で受けながら、一部、障害に応じた特別の指導
を特別な場（通級指導教室）で受ける指導形態 

*８ LD 
学習障害（全般的に知的発達に遅れはないが、「聞く」「話す」「読む」「書く」「計算する」「推
論する」といった学習に必要な基礎的な能力のうち、一つないし複数の特定の能力についてなか
なか習得できなかったり、うまく発揮することができなかったりすることによって、学習上、
様々な困難に直面している状態） 

*９ ADHD 
注意欠陥多動性障害（身の回りの特定のものに意識を集中させる脳の働きである注意力に

様々な問題があり、又は、衝動的で落ち着きのない行動により、生活上、様々な困難に直結して
いる状態） 

*10 文部科学省調査 
通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査 
（令和４年１２月１３日 文部科学省初等中等教育局） 

 

② 特別支援学校の幼児児童生徒数の推移 

幼児含まず 

 

 

 

 

幼児含まず 

 

 

 

 

 

 

幼児含まず 

 

 

 

 

 

野口委員 
*７ 通級による指導 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児含まず 
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県内特別支援学校の幼児児童生徒数は、平成２５年度２，４７４人から令和５

年度２，７０９人に増加（９．5％増）し、令和５年度は知的障害が９１％を占

め、平成２５年度との比較では、知的障害が１３．４％増加しています。全体の

幼児児童生徒数が減少傾向にあるにも関わらず、特に、仙台圏域の県立知的障害

特別支援学校の増加が顕著です。また、知的障害以外の特別支援学校については、

横ばいから減少基調となっています。 

仙台圏域の知的障害特別支援学校の児童生徒数は、今後８年程度は増加を続

け、令和１４年度にピークを迎え、令和５年度よりも４３６人増加する見通しと

なっています。学部別では、小学部が令和７年度、中学部が令和１３年度、高等

部が令和１５年度にそれぞれピークを迎え、以降緩やかに減少する見通しとなっ

ています。 

また、仙台圏域以外については、令和１４年度までは緩やかに増加し、以降、

緩やかに減少する見通しとなっています。 

 

③ 狭隘化の状況 

県立知的障害特別支援学校の児童生徒数については、従前から引き続き増加の

傾向にあり、中でも小学部の児童数の増加が顕著となっています。 

本県においては、これまで仮設プレハブ校舎の建設や本来作業学習等で使用す

る特別教室を普通教室に転用するなどして、児童生徒数の増加に対応してきまし

たが、特に仙台圏域における小松島支援学校、利府支援学校、名取支援学校のほ

か、古川支援学校、角田支援学校の各学校においては、校舎規模に対する児童生

徒数の割合が高い状況となっています。（資料A 本書３３頁） 

一方、知的障害以外の特別支援学校の児童生徒数については、今後は減少基調

で推移していく見込みとなっています。 

 

④ 県立特別支援学校高等部・専攻科卒業生の進路状況 

県立特別支援学校高等部・専攻科卒業生の進路については、令和５年度は、就

労継続支援Ａ型
*11

やＢ型
*12

、生活介護
*13

利用などの福祉的就労が最も多く、５５．２％、

一般企業等への就労は、３５．３％となっています。また、専門学校や大学等へ

の進学については、毎年２～５％台で推移しています。 

 

*11 就労継続支援Ａ型 
一般企業に雇用されることが困難であって、雇用契約に基づく就労が可能である者に、雇用

幼児OK（第１回審議会意見で修正済み） 

 

 

幼児OK（第１回審議会意見で修正済み） 

 

 

幼児含まず（知的障害特別支援学校幼稚部なし） 
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契約の締結等による就労の機会の提供及び生産活動の機会を提供 

*12 就労継続支援Ｂ型 
一般企業に雇用されることが困難であって、雇用契約に基づく就労が困難である者に、就労
の機会の提供及び生産活動の機会を提供 

*13 生活介護 
主として昼間において、入浴、排せつ及び食事等の介護や、日常生活上の支援、生産活動の
機会等を提供 

 

 

⑤ 県の特別支援教育に関する計画等の変遷 

県では、平成１７年に「宮城県障害児教育将来構想」と「みやぎ障害者プラン」、

平成２２年に「宮城県教育振興基本計画」、「県立特別支援学校教育環境整備計

画」等を策定し、障害のある子供の教育や福祉に関する様々な事業を展開してき

ました。 

これまで、特別支援教育や障害福祉に関する新たな法律の制定など、障害のあ

る子供を取り巻く環境は大きく変化していますが、その変化に適切に対応する

ための見直しを随時行いながら、特別支援教育の推進に取り組んでいます。 

 

 (2) 各学校等の状況 

① 小・中学校等 

小・中学校等における特別支援学級数は、平成２５年度１，１４６学級から令

和５年度１，４２４学級に増加（２４．３％増）し、令和５年度は知的障害と自

閉症・情緒障害学級が７８．３％を占めています。また、通級による指導を受け

ている児童生徒数は、平成２５年度２，２５１人から令和５年度４，５７１人に

増加（１0３．１％増）しています。 

多様な学びの場としての特別支援学級や通級指導教室の整備が進み、一人一人

の教育的ニーズに応じた特別な支援を提供する環境が整ってきています。 

一方で、令和５年度に初めて特別支援学級を担任した教員は２１７人（全体の

２４％）、初めて通級指導教室を担当した教員は６６人（全体の２１％）となって

おり、特別支援教育を担う教員の専門性向上についての継続的な取組が必要で

す。また、通常の学級にも特別な教育的支援を必要とする児童生徒が在籍してい

る現状であることから、特別支援教育を担当する教員のみならず、管理職を含め

た全ての教員、学校全体で特別支援教育を推進する校内体制の整備が求められま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児含まず 

 

 

 

 

 

 

幼児含まず 
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② 高等学校・中等教育学校後期課程 

中学校特別支援学級から高等学校・中等教育学校後期課程（以下、「高等学校

等」という。）への進学者数は増加傾向にあり、令和４年度は特別支援学級卒業生

の 

２５％に当たる１０７人が高等学校等へ進学しています。また、令和５年度に通

級による指導を実施した高等学校等は９校、対象生徒数は３６人となり、通級が

始まった令和元年度の約３倍に増加しています。 

高等学校等においても、特別な支援を必要とする生徒が在籍している現状を踏

まえ、多様な教育的ニーズに対応する特別支援教育コーディネーター
*14

を中心とし

た校内体制の整備及び教育課程の工夫、教員の特別支援教育に対する専門性の向

上、通級による指導を担当する教員の育成が急務となっています。 

 

③ 県立特別支援学校 

県立知的障害特別支援学校の児童生徒数は、平成２５年度１，８６７人、令和

５年度２，０９５人と増加傾向（１２．２％増）にあり、教室不足を解消するた

め、特別教室等を普通教室に転用するなどの対応を行っています。知的障害以外

の特別支援学校の幼児児童生徒数は、横ばいから減少基調が続いています。 

また、学部別学級数は、令和５年度は平成２５年度と比較して、小学部は５０

学級増、中学部は６学級増、高等部は４学級増となっており、小学部学級数の増

加が顕著です。 

 

*14 特別支援教育コーディネーター 
保護者や関係機関に対する学校の窓口として、また、学校内の関係者や福祉、医療等の関係
機関との連絡調整役としての役割を担う者 

 

さらに、重複障害児童生徒数は、平成２５年度４４３人から令和５年度 

４８１人に増加（８．６％増）し、自宅等で教育を受ける訪問教育対象の児童生

徒数は平成２５年度７２人から令和５年度２５人に減少（６５．３％減）してい

ます。一方、医療的ケア
*15

対象児童生徒数については、平成２５年度７４人から令

和５年度１２２人に増加（６４．９％増）となっています。 

 

児童生徒の増加に伴い、特別教室等を普通教室へ転用したことにより、学習内

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児含まず 知的幼稚部なし 

 

 

幼児OK 聴覚・視覚幼稚部あり 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児児童生徒 統計上含む 

幼児含まず 統計上含まない 

 

幼児含まず 統計上含まない 

 

 

幼児含まず 狭隘化は知的支援学校のみ 
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容に合わせた活動が制限されるとともに、重複障害のある児童生徒や医療的ケア

を必要とする児童生徒の増加に伴う教室不足のほか、狭い環境下における、事故

などが起きないよう、細心の注意を払いながらの教育活動となっています。 

こうした状況の解消を図るため、関係市町村の協力等を得ながら、余裕教室  

等を活用した教室整備や適切な就学支援など、狭隘化の解消へ向けた取組を進め

ていく必要があります。また、医療的ケアの実施対象校においては、教員及 

 

*15 医療的ケア 
日常的な吸引や経管栄養、導尿などの医療的な生活援助行為 

 

び看護職員が高度化・複雑化している医療的ケアの内容に対応できるよう、安全・

安心な学校の体制づくりを推進していく必要があります。 

 

④ 就学前から学校卒業後まで 

幼稚園や保育所等（以下、「幼児教育施設」という。）から県立特別支援学校に

寄せられる相談件数は、年間７００件から１，０００件程度で推移しており、特

別支援学校のセンター的機能が一定程度発揮されています。 

小学校在学中に個別の教育支援計画
*16

及び個別の指導計画
*17

を作成し、中学校又は

中学部へ引継いだ割合は、特別支援学級の児童については、ほぼ１００％ですが、

通級による指導を受けていた児童や通常学級に在籍し特別な支援を必要とする

児童については９０％程度となっています。また、中学校から高等学校等への引

継ぎについては、進学決定後に中・高申送り個票や個別の教育支援計画等の活用

による十分な情報交換を促しています。 

就学前から学校卒業後までのライフステージに応じた必要な支援を行うため

に、学校段階では個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成と活用が進んでい

ますが、就学前の段階から作成し、高等学校等卒業の段階まで、それぞれのライ

フステージの接続期に確実な活用を図る必要があります。 

 

 

 

*16 個別の教育支援計画 
福祉、医療、労働等の関係機関が連携して、障害のある幼児児童生徒一人一人のニーズに応

幼児含まず 狭隘化は知的支援のみ 

幼児含まず 狭隘化は知的支援のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児OK 
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じた支援を効果的に実施するための計画で、中・長期的な視点で乳幼児期から学校卒業後まで
一貫して的確な教育的支援を行うため、学校において作成するもの 

*17 個別の指導計画 
障害の状態等に応じた、きめ細かな指導が行えるよう、学校における教育課程や指導計画、
当該幼児児童生徒の「個別の教育支援計画」等を踏まえて、より具体的に幼児児童生徒一人一
人の教育的ニーズに対応して、指導目標や指導内容、方法等を盛り込んだ指導計画 

 

Ⅱ 現構想における成果と課題                           

 

目標１ 自立と社会参加 

１ 乳幼児期からの専門的な教育相談・支援体制の充実 

(1) 成果 

県立特別支援学校のセンター的機能による相談受付件数は、平成２９年度以降、

年間６，０００件前後で推移し、令和５年度は６，１７７件、そのうち幼児教育施

設からの相談は全体の約１３％となりました。また、視覚障害や聴覚障害のある乳

幼児への教育相談充実事業においては、年間７００件以上の相談等に対応していま

す。 

適切な支援を継続的に行えるよう、幼児教育施設向けの「就学前からつくる個別

の教育支援計画～つなぐための作り方と使い方～」を作成し、県内全ての幼児教育

施設に配布したことに加えて、支援計画の作成に関する研修会を４回開催し、延べ

６９１人が参加しています。 

さらに、視覚障害のある幼児への早期からの教育的支援を行うため、令和４年度

に視覚支援学校幼稚部を設置しています。 

これらの取組を通じて、乳幼児期からの切れ目ない支援体制の充実を図ってきま

した。 

(2) 課題 

乳幼児期からのきめ細かな相談や一貫した支援を行うため、保健、医療、福祉部

門や幼児教育施設と家庭との連携体制を強化していく必要があります。また、相談

件数が増加している特別支援学校のセンター的機能について、継続的で充実した相

談体制とするため、他の関係機関との更なる連携や役割分担が必要になっていま

す。 

 

２ 特別支援学校における進路学習の充実 

(1) 成果 

 

 

 

幼児OK 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 9 / 28 

 

第2期宮城県特別支援教育将来構想答申最終案（R6.11.21審議会資料） 答申として修正 

特別支援学校において、キャリア・パスポート
*18

を作成し、小学部段階からのキャ

リア教育が推進されています。 

進路学習の充実を図るため特別支援学校において卒業生による進路講話を実施

するなど、卒業後の社会生活のイメージづくりに取り組んできました。 

進路指導担当者による福祉事業所、ハローワーク、就労・生活支援センター等と

の連携、特別支援教育コーディネーター等による福祉機関等との連携により、卒業

後の社会生活への円滑な移行に取り組みました。また、大学への進学など多様化す

る進路を見据え、聴覚支援学校の学科改編を行い、令和６年度に普通科を設置して

います。 
 

*1８ キャリア・パスポート 
児童生徒が、自らの学習状況や日常生活等の振り返りをしながら、自身の変容や成長を自己
評価できるよう工夫した教材 

 

(2) 課題 

めまぐるしく変化する社会に対応したキャリア教育と進学も含めた多様化する

進路先にマッチした進路学習を検討していくことが必要になっています。また、障

害者の法定雇用率引き上げに伴い、雇用に積極的な企業が増えていることを踏まえ

た進路学習、進路ガイダンスなど、より主体的に社会参加・進路選択をする態度を

育成することも求められます。特に、中学校から次の段階の学校へのキャリア・パ

スポートの引継ぎが必要です。 

今後は、産業構造や進路を巡る環境の変化等に即した情報を積極的に発信し、新

しい分野への就労を視野に入れた進路学習を展開することも望まれます。 

 

３ 特別支援学校における就業定着の支援 

(1) 成果 

個別の教育支援計画及び移行支援計画
*19

を作成・活用し、関係機関等との連携によ

る本人、保護者を含めた移行支援会議を実施することで、学校生活から就業後の生

活への円滑な移行につながりました。高等学園の令和５年度卒業生については、一

般就労が９０％を超えています。また、進路指導担当者を中心に卒業生へのアフタ

ーケア（卒業生の職場での悩みの聞き取り、就労先との情報共有等）を実施するこ

とにより、高等学園令和４年度卒業生の１年後の職場定着率は８２．６
*20

％となって

います。 

 

 

 

千田委員 

就業・生活支援センター等 
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*19 移行支援計画 
教育機関が中心となって作成する個別の教育支援計画の一つで、学校を卒業して社会へ出る
時期の移行期に作成するもの 

*20 参考：知的障害者の定着率６８．０％ 
 （独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の調査 平成２９年） 

 

 

 (2) 課題 

卒業生への定期的なアフターケアの重要性を認識しつつ、進路担当者の負担も考

慮し、関係機関との連携のもと、その役割や連携の在り方について検討していくこ

とが必要になっています。また、就業定着には一人一人の特性に合った進路指導の

ほか、就業と生活に係る支援充実のため、福祉、医療、行政、労働等関係機関との

連携を更に強化していく必要があります。 

 

４ 特別な支援を必要とする児童生徒の卒業後の心豊かな生活への円滑な移行を支援

する取組の充実 

(1) 成果 

特別支援学校においては、県障害者スポーツ大会や県特別支援学校陸上競技大

会、特別支援学校フットサル大会などへの参加、地域のＮＰＯ団体と連携したアー

ト活動等の実施など、在学中から文化芸術・スポーツに親しむといった生涯学習に

つながる取組を行っています。また、特別支援学校文化祭では、生徒による製品販

売やステージ発表を行い、県民に特別支援学校の取組を広く知っていただくととも

に、生徒の満足感や自己有用感を高める機会となっています。 

特別支援学校の生徒及び保護者を対象とした進路充実事業研修会において、卒業

生の体験談や就労先事業所からの話を聞くことにより、将来の自分の姿をイメージ

することにつなげることができました。  

(2) 課題 

卒業後の心豊かな生活を見据え、生涯学習の観点から特別支援学校の教育課程を

見直すことが重要です。その際には、地域の関係団体等と連携を図るなど、卒業後

もつながりが保てるような工夫が求められます。地域での安定した社会生活を実現

するためには、居住地の福祉、医療、行政、労働等関係機関との連携をより密にし、

学校から社会への円滑な移行へつなげる取組の充実が必要となっています。 
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目標２ 学校づくり 

１ 共に学ぶ教育環境づくり 

(1) 成果 

平成２７年度から９年間にわたり取り組んだ「共に学ぶ教育推進モデル事業」で

は、モデル校２８校（小学校１３校、中学校８校、高等学校７校）において、障害

の有無によらず児童生徒が共に学ぶための授業づくりや校内支援体制の構築、教職

員への理解啓発を進めました。 

さらに、特別支援学校の児童生徒が地域の小・中学校等へ出向き交流及び共同

学習
*21

を行う「居住地校学習」の参加人数（特別支援学校）は、平成２５年度の    

３０９人に対し、令和５年度は４１２人と、１０３人の増加となり、交流実施割合

も３４．１％に増加しました。小・中受入校（居住地校）についても、平成２５年

度２２９校から令和５年度２７１校に増加し、小・中学校等におけるインクルーシ

ブ教育の理解促進につなげることができました。 
 

*21 交流及び共同学習 
障害の有無によらず子供が、相互のふれあいを通じて豊かな人間性を育むことを目的とする

交流と教科等のねらいの達成を目的とする共同学習を通じて、同じ社会に生きる人間として、
互いに正しく理解し、共に助け合い、支え合って生きていくことの大切さを学ぶ場 

 

(2) 課題 

「共に学ぶ教育推進モデル事業」のモデル校における校内支援体制づくりのノウ

ハウの県内全域への発信による、インクルーシブ教育システム構築の理解啓発と支

援体制整備のほか、居住地校学習における特別支援学校と居住地校の児童生徒が能

動的に関わることができる取組の検討と、実践の蓄積が必要になっています。 

さらに、特別支援学校と小・中学校等の交流及び共同学習を促進する観点から副

籍制度
*22

の導入を検討することも望まれます。また、ＩＣＴ機器等を活用した居住地

校と特別支援学校の児童生徒の交流機会の拡大などについて検討し、好事例を蓄積

していくことも必要です。 

 

２ 特別支援学級や通級による指導、通常の学級における特別支援教育の充実 

(1) 成果 

 

 

 

 

 

居住地校学習なので 
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特別支援学級及び通級による指導を受けている県内全て（仙台市除く）の児童生

徒に係る特別の教育課程の編成について、市町村教育委員会等へ助言等を行いまし

た。 

特別支援学校の特別支援教育コーディネーターが学校等の要請に応じ、支援の必

要な幼児児童生徒に関する教育相談へ対応、校種間の連携調整などを行うことによ

り、就学前から高等学校等まで切れ目ない支援の実現に取り組みました。その中で、

教育的ニーズの判断や整理、福祉や教育の専門機関への橋渡しなど適切な支援体制

や教育環境の実現に努めました。また、特別支援学校と高等学校等の特別支援教育

コーディネーターが、共に研修会に参加することで、学びを深めるとともに、情報

交換・情報共有を行うことで、指導方法や支援体制などに関する専門性を高めるこ

とができました。 

さらに、高等学校等における特別支援教育のニーズが高まり、コロナ禍の研修会

縮小等の影響はありましたが、高等学校等教員の特別支援教育に関する研修会受講

が増えています。 
 

*22 副籍制度 
特別支援学校の児童生徒が、居住地域の小・中学校に副次的な籍をもち、直接交流や間接交

流を通じて、居住地域とのつながりの維持・継続を図る制度 

 

(2) 課題 

小・中・高等学校の特別支援教育コーディネーターと通級指導担当者の約２割が

新担当者であることなどから、より専門性の高い教員の確保や経験に基づくノウハ

ウの確実な継承と、新たな人材の育成のほか、校長等の管理職のリーダーシップの

もと、特別支援学級と通常の学級の担任間の連携を含めた指導体制の充実など、校

内体制を整備していく必要があります。 

高等学校等では、発達障害の可能性のある生徒が一定数在籍しているものの、特

別支援学級が設置されていないことなどから、教員の特別支援教育に関する知識や

経験が不足している場合があります。そのため、指導のノウハウや就職等に関する

知見を有する特別支援学校と高等学校等との連携を強化していくことが必要にな

っています。その際には、個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成・活用や合

理的配慮
*23

の状況等について具体的な取組を進める必要があります。 

 

３ 医療的ケアの推進 
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(1) 成果 

医療的ケアが必要な児童生徒が在籍する学校においては、医療的ケアコーディネ

ーター
*24

等が中心となり、校内の関係職員に対して医療的ケアを必要とする児童生徒

の実態やケアの実施内容に関する研修を実施するとともに、県においては担当する

教員が医療的ケアの基本的技術を習得できるよう法定研修を実施するなど、各学校

で全教職員が共通理解の下に医療的ケアが行えるよう体制の整備を図りました。 

さらに、緊急時マニュアル作成ガイドラインを策定するとともに、事故発生時に

おける対応者の具体的な動きを例示するなど、各学校でより安全・安心な医療的ケ

アが実施できるよう枠組を整理しました。 

(2) 課題 

医療的ケアを必要とする児童生徒は年々増加しているほか、人工呼吸器管理のよ

うな高度なケアを必要とする児童生徒が在籍するなど、高度化・複雑化している医

療的ケアの内容に対応するため、各学校において中心的な役割を担う医療的ケアコ

ーディネーターや医療的ケアに直接的に関わる看護職員に対して、関連する知識・

技術の向上が図れるよう、研修体制を更に充実させていく必要があります。 
 

*23 合理的配慮 
障害者が他の者と平等にすべての人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保す

るための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とされるものであり、
かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないもの。例えば、教育内容・方法、支援体制等の
配慮 

*24 医療的ケアコーディネーター 
医療的ケアに関して、主治医・看護職員・教員・保護者等関係者との連絡調整などを行うた
め、校長が教員の中から指名する者 

 

４ ＩＣＴ機器の活用 

(1) 成果 

令和元年度から国が進めているＧＩＧＡスクール構想
*25

により、タブレット等の１

人１台端末の導入が進んだことで、これまで特別支援教育で個別に取り組まれてき

たＩＣＴ機器を活用した支援や学習指導が、学級や学年の集団に広まり、児童生徒

及び教員にとって大変身近になったと言えます。 

端末の整備に加え、視覚障害のある児童生徒が情報端末を利用する際にテキスト

を読み上げるソフトや、重度重複障害のある児童生徒が少ない力で操作できる入力

スイッチなどの、児童生徒の障害特性に応じた補助装置の整備を進めました。 

 

幼児児童生徒  

幼児児童生徒 

 

 

 

 

 

 

 

幼児児童生徒 

幼児児童生徒 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児含まず 

 

幼児含まず 

 

幼児含まず 

幼児含まず 



 

 14 / 28 

 

第2期宮城県特別支援教育将来構想答申最終案（R6.11.21審議会資料） 答申として修正 

ＩＣＴにより障害を補い個々の能力を発揮させる取組、障害の状態や特性に応じ

たプログラミング教育の指導方法の確立などの実践事例の集積に努め、その様子を

ＩＣＴ活用実践事例発表会やホームページで公開し共有したほか、長期入院してい

る県立特別支援学校の児童生徒と在籍校とのオンラインによる交流及び共同学習

を行い、復学に当たっての不安軽減等につながりました。また、ＡＩドリルを導入

することで、教科指導における、切れ目ない学びと学習の質の確保とともに、個別

最適な学びの提供と学習の継続を図ることができました。 

【県立特別支援学校の小・中学部におけるＩＣＴ環境整備状況（Ｒ６．５月末）】 

整備内容 整備率（台数/児童生徒数） 

タブレット端末   ８７５台 ６８．７％ 

ノートパソコン   ４７６台 ３７．３％ 

合計      １，３５１台 １０６．０％ 

(2) 課題 

ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けたハード面の整備が大幅に進んだことから、

今後は学習指導等におけるＩＣＴ機器の更なる効果的な活用と同構想による一過

性の活用に終わらせることなく、障害種別や児童生徒の発達段階及びＩＣＴスキル

に応じた取組を継続していくことが必要になっています。また、情報端末を活用し

た家庭学習、クラウド上のデータ活用など、児童生徒が主体的に学習に取り組むこ

とができる個別最適な学びの実現に向けた、専門家による助言やサポートが必要で

す。 

さらにＩＣＴ機器活用による指導を充実させるためには、教員のスキル向上が必

要であり、ＩＣＴ機器に関する情報提供のほか、ＩＣＴ環境整備や情報セキュリテ

ィ等について相談できる体制の整備が求められます。 

 
 

*25 ＧＩＧＡスクール構想 
１人１台端末と高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備するとともに、多様な子供た
ちを誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化された学びを全国の学校現場で持続的に実
現するもの 

 

５ 教員の専門性・指導力の向上 

(1) 成果 

県立特別支援学校における、令和５年度の特別支援学校教諭免許状保有率は 

 

 

幼児含まず 

野口委員 

共同学習が入って正しいのか。 

・・・在籍校とのオンラインによる交流を行い、復学に当たっての・・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児含まず 

 

幼児含まず 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の構想「子供たち」 
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８１．１％であり、平成２５年度の６４．６％から１６．５ポイント増加しました。 

特別支援教育に関する専門性向上のため、総合教育センターを中心に全ての教員

を対象とした研修や職責に応じた研修を充実させたほか、外部専門家を各学校に派

遣した校内研修支援、校内体制の充実に取り組んできました。また、令和６年１月

に「みやぎの教員に求められる資質能力（平成30年３月宮城県教育委員会）」を改

定し、「発達障害を含む障害等への理解」や「特別な配慮や支援を必要とする子供へ

の対応」の記述を加えて、特別支援教育を校長などの管理職を含め全ての教員に求

められる資質能力として明確に位置付けました。 

教員採用の段階では、特別支援学校教諭の免許状取得要件による加点制度を設

け、より専門性の高い教員の採用に取り組んでいます。 

(2) 課題 

全ての教員に求められる特別支援教育に関する専門性を高める研修の実施のほ

か、特別支援学校、特別支援学級、通級指導教室担当者向けの研修を充実していく

必要があります。 

小・中学校等の特別支援学級では、担任が替わる頻度が高く、培った専門性が組

織的に蓄積されない傾向があります。このため、特別支援学級の担任だけではなく、

管理職のリーダーシップのもとに、学校全体で特別支援教育を推進する校内体制を

整備していくことが必要です。また、令和５年度の全国の特別支援学校における特

別支援学校教諭免許状保有率は８７．２％で、全国平均を下回っているほか、小・

中学校等の特別支援学級において、令和５年度の特別支援学校教諭免許状保有率は

３８．８％に留まっており、保有率を更に上げる取組が必要となっています。 

その他、特別支援学級や通級指導教室担当者は、授業研究や公開授業などの機会

が少ないことに加え、指導力向上には研修の受講が必要なものの、校内体制や児童

生徒の実態等により、研修に参加しにくい環境であることから、オンラインによる

研修やＯＪＴなど多様な実施方法を検討していく必要があります。 

 

６ 教育環境整備の推進 

(1) 成果 

仙台圏域において、秋保かがやき支援学校を新設するとともに、市町村立学校の

余裕教室等を活用して利府支援学校塩釜校、小松島支援学校松陵校及び名取支援学

校名取が丘校の各分校を設置することにより、域内の県立知的障害特別支援学校の

狭隘化の緩和を図りました。これにより、市町村立学校の一部を借用して設置した

分校においては、設置先の学校との行事や学習を通じて、自然な形でインクルーシ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

片岡委員 

下線部分は悪いことなのか。文科省では教職経験10年までに特別支援教育に関われる体

制をとることとしており、長く担任することではない。 

小・中学校等の特別支援学級では、担任が替わる際に、培った専門性や授業づくりのノ

ウハウ等が組織的に蓄積されない傾向があります。 

 

 

 

 

 

 

幼児含まず 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・・・、自然な形で児童同士の交流が行われました。 
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ブな教育を実践することもできました。 

さらに、軽度の知的障害のある生徒のニーズに対応するため、女川高等学園及び

岩沼高等学園川崎キャンパスを開校するとともに、小牛田高等学園への仮設校舎設

置や秋保かがやき支援学校への産業技術科設置などの取組を進めました。 

(2) 課題 

令和３年９月に公布された特別支援学校を設置するために必要な最低限の基準

となる「特別支援学校設置基準」では、既存施設については当分の間、設置基準に

よらないことができるとされましたが、可能な限り速やかな対応に努めることが求

められています。この設置基準に基づき、令和５年度の幼児児童生徒数により校舎

等の必要面積を試算したところ、県立特別支援学校２６校中、校舎については９校、

運動場については１５校において基準を下回る結果となりました。また、令和５年 

１０月に文部科学省が実施した教室不足調査では、本県において今後６２教室（う

ち１教室は仙台市立鶴谷特別支援学校分）の整備が必要という結果となりました。

（資料A・B 本書33・34頁） 

このような状況において、各学校では教室不足による学習指導や安全管理の面で

の課題が生じているため、狭隘化対策を推進していく必要があるとともに、軽度の

知的障害のある生徒のニーズへの対応については、今後も中学校特別支援学級の在

籍者数が増加する見込みであることから、県立特別支援高等学園の定員や入学者選

考の見直しなどを検討していく必要があります。 

 

目標３ 地域づくり 

１ インクルーシブ教育システムの推進 

(1) 成果 

平成１６年度から続く居住地校学習の交流実施割合は、平成２７年度以降３０％

台を維持しており、令和元年度は３５．２％まで増加しました。新型コロナウイル

ス感染症拡大により、実施割合は一時低迷しましたが、令和５年度は３４．１％ま

で持ち直しています。小・中学校等の協力校も平成２６年度の２２８校から令和５

年度は２７１校まで増加していることから、小・中学校等の児童生徒や教員、保護

者へのインクルーシブ教育の理解促進につながっています。また、児童生徒にわか

りやすいユニバーサルデザイン
*26

の視点を取り入れた授業づくりをモデル的に実施

し、共に学ぶ仕組みづくりに取組みました。 
 

*26 ユニバーサルデザイン 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児OK（第１回審議会意見で修正済み） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児含まず 

幼児含まず  

 

伊藤倫就委員  し、共に学ぶ仕組みづくりに取り組みました。 
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高齢であることや障害の有無などにかかわらず、 全ての人が快適に利用できるように製品や

建造物 、 生活空間などをデザインすること。 

 

 

さらに、特別支援学校へのコミュニティ・スクール
*27

導入により、今まで学校教育

の範囲内で広げてきたインクルーシブ教育の理解促進が、地域社会へとより広がり

やすくなることが期待できます。 

 (2) 課題 

地域に根差したインクルーシブ教育の実現に向けての居住地校学習における交

流及び共同学習の充実、共生社会の実現に向けてのコミュニティ・スクールの取組

の拡充などを進めていく必要があります。また、県立特別支援学校の狭隘化対策と

して市町村立学校の一部を借用して設置した分校について、インクルーシブ教育シ

ステムの視点による教育課程の工夫、特別支援学校と小・中学校等の交流及び共同

学習の促進を目的とした副籍制度の導入を検討していくなどの取組が望まれます。 

 

２ 市町村教育委員会への支援 

(1) 成果 

市町村教育委員会が担う就学事務を支援するため、平成２６年に「教育支援の手

引」を作成し、改訂を重ねながら、市町村教育委員会に配布し、活用を促している

ほか、就学事務担当者を対象に就学手続きに関する研修会を実施しています。 

市町村教育委員会での就学に係る困難事案について助言を行う就学相談会の開

催のほか、就学支援審議会を設置し、市町村教育委員会からの相談対応への体制づ

くりを進めています。 

特別支援学校のセンター的機能として、特別支援教育コーディネーターが幼児教

育施設及び小・中学校等の相談・支援を行ってきたことにより、教員の特別支援教

育に関する専門性の向上につながりました。 

 (2) 課題 

市町村教育委員会が担う就学事務については、障害や教育課程の理解などが必要

となり、退職教員を含めた専門性を有する担当者の配置が望まれます。また、市町

村教育委員会及び教育事務所における研修等、専門性の維持向上に対する支援を継

続していく必要があります。 

 

３ 特別支援教育の推進に向けた理解啓発 
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(1) 成果 

本県の特別支援教育の概況と就学手続き等を記載したリーフレット「宮城の特別

支援教育」を作成し、ホームページ上で公開することにより、障害のある幼児児童

生徒の教育について適切な理解啓発を図りました。 

 
 

*27 コミュニティ・スクール 
「学校運営協議会」を設置している学校のこと 学校と保護者や地域が共に知恵を出し合

い、学校運営に意見を反映させることで、協働しながら子供たちの豊かな成長を支え、「地域と
共にある学校づくり」を進める仕組 

 

 

平成３０年度から特別支援学校文化祭を開催し、ステージ発表や作品展示などを

通して、特別支援学校や障害のある幼児児童生徒の学習活動を広く県民に啓発した

ほか、総合教育センターにおいて県民を対象とした「特別支援教育公開講座」を年

２回実施し、特別支援教育の理解促進に努めました。 

さらに、「宮城県障害者雇用支援のつどい」を開催し、障害者雇用の優良事業所や

優秀な勤労実績を有する障害のある人を表彰するほか、講演会の開催など県内企業

等に対する障害のある人の雇用について啓発を図っています。 

(2) 課題 

特別支援教育に関する理解が高まり、障害のある幼児児童生徒の多様な学びの

場が広く認知され、就学や進学の選択肢が広がりを見せています。更なる理解促進

を進めるためには、様々なメディア（ＳＮＳ等）やイベント等を活用して特別支援

教育に関する情報を提供していくことが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児OK（第１回審議会意見で修正済み） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児OK（第１回審議会意見で修正済み） 

 

 

 

 

 

 

幼児OK（第１回審議会意見で修正済み） 
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Ⅲ 構想の基本的な考え方                             

国の「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議 報告（令和３年１

月）」では、インクルーシブ教育システムの理念を構築し、特別支援教育を進展させるた

め、引き続き「障害のある子供とない子供が可能な限り共に教育を受けられる学びの場

の整備」、「障害のある子供の自立と社会参加を見据え、一人一人の教育的ニーズに最も

的確に応える指導を提供できるよう、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特

別支援学校といった、連続性のある多様な学びの場の一層の充実・整備」を着実に進め、

障害の有無に関わらず誰もがその能力を発揮し、共生社会の一員としてともに認め合い、

支え合い、誇りを持って生きられる社会の構築を目指すとされています。また、県には

個別最適な学びの実現が求められています。  

これまで本県では、平成１７年７月に「宮城県障害児教育将来構想」、平成２７年２

月に「宮城県特別支援教育将来構想」を策定し、特別支援教育の推進に努めてきました。 

さらに、本県の教育施策を総合的かつ体系的に推進するため、令和６年３月に策定し

た「第２期宮城県教育振興基本計画（改訂版）」では、目指す姿
*28

の実現に向けて、特別支

援教育に関して「多様なニーズに対応し誰一人取り残さない教育の推進」の基本方向の

もと、「一人一人の教育的ニーズに応じた特別支援教育の推進」、「多様性を尊重し共に学

び合う教育の推進」に取り組むこととしています。 

一方、現構想の課題でも述べた「在籍する児童生徒数の増加に伴う県立知的障害特別

支援学校の狭隘化への対応」、「一人一人の教育的ニーズへの対応として、連続性のある

多様な学びの場の一層の充実・整備」、「医療的ケアを必要とする児童生徒への支援」、「教

員の特別支援教育に関する専門性の向上」、「特別支援教育に関する県民の理解促進」な

どが引き続き求められています。 

 

今回策定する将来構想においては、共生社会の実現に向けたインクルーシブ教育シス

テムの構築のための特別支援教育の推進により、公平性を高め、特別な配慮や支援を必

要とする全ての児童生徒が、地域において教育を受けることで、夢や希望の実現に向け

て主体的に生きていく姿を、県として総合的に支援していくため、基本的な考え方を 

 

 

 

障害の有無によらず、全ての幼児児童生徒の心豊かな生活と・・・・ 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

・・・共生社会の一員として共に認め合い・・・ 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児含まない 

 

幼児含まない（現構想の課題部分では不要） 

 

 

 

 

 

要とする全ての幼児児童生徒が、地域において教育・・・ 

     

 

 

障害の有無によらず、全ての児童生徒の心豊かな生活と共生社会の実現を目

指し、柔軟で連続性のある多様な学びの場の中で、一人一人の様々な教育的

ニーズに応じた適切な教育を展開する。 
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*28 目指す姿 
学校・家庭・地域の強い絆のもとで、一人一人の多様な個性が輝き、我が国やふるさと宮城

の復興とその先にある持続的な発展を支え、よりよい未来を主体的に創造する高い志と思いや
りを持った、心身ともに健やかな子供が育っています。 
そして、一人一人が幸福や生きがいを感じながら、生涯にわたり、多様に学び、交流する中
で、豊かな文化と活力のある地域社会が形成されています。 

 

「障害の有無によらず、全ての児童生徒の心豊かな生活と共生社会の実現を目指し、柔

軟で連続性のある多様な学びの場の中で、一人一人の様々な教育的ニーズに応じた適切

な教育を展開する。」とするものです。 

なお、基本的な考え方については、国の考え方や現構想における課題等を踏まえた上

で、現構想から継承しています。 

 

Ⅳ 今後の特別支援教育の進め方                          

基本的な考え方のもと、特別な配慮や支援を必要とする全ての児童生徒が、主体的に社

会参加できるよう自ら考え、判断できる力を身に付けるとともに、心豊かな生活を送るこ

とができる共生社会の実現に向けた関係者の理解促進を図るため、「自立と社会参加」、「誰

一人取り残さない学校づくり」、「誰もが認め合う地域づくり」の３つを目標に掲げ、施策

を推進していきます。 

 

目標１ 自立と社会参加                       

１ 関係機関の連携強化による切れ目ない支援の充実   

(1) 乳幼児期の連携 

乳幼児健診等を活用するなど、早期から幼児の状況を的確に把握し、地域で切れ

目なく支援を受けられるよう、教育、福祉、医療機関等との連携を一層深めます。 

具体的には、特別支援連携協議会や広域特別支援連携協議会を通して市町村にお

ける特別支援教育の推進、市町村特別支援連携協議会の設置を働き掛けるととも

に、関係部局の連携による支援体制を構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「障害の有無によらず、全ての幼児児童生徒の心豊かな生活・・ 

  

 

 

 

 

 

基本的な考え方のもと、特別な配慮や支援を必要とする全ての幼児児童生徒が、主体的

に・・・                      

 

 

 

 

 

 

幼児児童生徒が夢や希望を抱きながら、心豊かな生活を実現するための一貫・・・ 

 

 

 

 

・・・早期から乳幼児の状況を的確に把握し、 

    

 

 

 

 

児童生徒が夢や希望を抱きながら、心豊かな生活を実現するための一貫した指導及び

支援体制の整備 
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(2) 就学前（幼児教育施設）の連携 

幼児教育施設が適切な支援を継続的に行えるよう、園内委員会
*29

の設置や特別支援

教育コーディネーターの指名など、園内体制の整備や関係機関との連携等を働き掛

けます。また、幼児教育の観点から特別支援教育を充実するため、教職員や特別支

援教育コーディネーターの資質向上のための研修機会の充実を図ります。 

併せて、小学校教育への円滑な接続は重要であり、特別な支援を必要とする幼児

やその保護者が、適切な支援を地域で切れ目なく受けることができるよう、個別の

教育支援計画や個別の指導計画等の作成・活用を働き掛けます。 

 
 

*29 園内委員会 
各園において、園長のリーダーシップのもと、園内の支援体制を確立し、発達障害を含む障
害のある幼児の実態把握や支援方策の検討等を行うため、園内に設置する特別支援教育に関す
る委員会 

 

 

(3) 就学中の連携 

就学中においても、個別の教育支援計画等を活用し、福祉、医療、労働などの関

係機関と連携して、特別な支援を必要とする児童生徒やその保護者に対し、積極的

に情報提供や支援を行います。特に、放課後等デイサービスなどの障害児通所支援

事業所との連携を強化していきます。 

さらに、全ての特別な支援を必要とする児童生徒のキャリア教育を充実させるた

めに、早期から卒業後を見据え、保護者や身近な教員以外の大人とコミュニケーシ

ョンを取る機会のほか、自己肯定感を高める経験となる、職業体験を行う機会等を

確保するとともに、地域の関係機関等と連携した就労支援の充実を図ります。 

学校間の連携では、特別な支援を必要とする児童生徒が受けている学習指導の内

容や合理的配慮の状況等を、個別の教育支援計画を活用して引継ぎ、各学校におけ

る適切な指導の充実につなげます。 

加えて、個別の教育支援計画の作成や合理的配慮の検討に当たっては、保護者、

学校、関係する支援者等により行うとともに、児童生徒本人の参画を促し、自ら選

択する力と自ら意思を表明する力を育成します。 

 

(4) 卒業後の連携 

 

 

 

 

 

併せて、小学校教育への円滑な接続は重要であり、特別な配慮や支援を必要とする・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

係機関と連携して、特別な配慮や支援を必要とする幼児児童生徒やその保護者に対し、・・・ 

 

 

さらに、全ての特別な配慮や支援を必要とする・・・ 

幼児含まず 

 

 

学校間の連携では、特別な配慮や支援を必要とする・・・ 

幼児含まず 

 

 

幼児含まず 
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卒業後の生活を安定したものとするため、個別の教育支援計画や個別の指導計画

を活用し、必要な配慮について、関係機関に情報が確実に引継がれるよう努めます。

教育における個別の教育支援計画、福祉におけるサービスの利用計画や事業所の個

別支援計画、労働における移行支援計画を活用し、特別支援学校、企業、ハローワ

ーク、障害者就業・生活支援センター等の関係機関が連携した就職時及び就職後の

アフターケアなどの就労支援の充実に努めます。 

 

２ 卒業後の心豊かな生活への円滑な移行を支援する体制の充実 

(1) 生涯学習の推進のための取組の充実 

特別な支援を必要とする児童生徒が生涯を通じて、教育や文化芸術活動、スポー

ツ活動などを様々な機会に親しむことができるよう、専門家等の外部講師を招いた

授業の実施など、在学中から生涯学習を行うための素地を培う機会の充実を図りま

す。特に、高等部段階においては、卒業後の生活を見据えた教育課程や指導内容の

見直し等についての具体的な取組を推進します。 

また、誰もが障害の有無によらず学び続けることができる持続可能な仕組みづく

りのため、障害者の生涯学習に関する研修を開催するほか、障害者が地域の一員と

して学ぶための学習プログラムの開発を行う市町村等の支援に取り組みます。 

 

(2) 卒業後の充実した余暇活動のための支援 

卒業後も生涯学習や余暇活動の機会を充実するため、「みやぎ県政だより」や「ま

なびのWEB宮城」等を通じて社会教育や学習機会に関する講座やイベントなどの

情報発信に努めます。 

 

(3) 卒業後の可能性を広げるための支援 

卒業後の進学や就労等の可能性が広がるよう、キャリア・パスポート等の活用に

より、児童生徒に学ぶことと自己の将来とのつながりを見通すことを促しつつ、社

会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる資質・能力を育成します。また、高等

部・専攻科段階においては、本人のニーズや障害の特性に応じた職種の資格取得や

高等教育への進学を支援します。 

 

 

千田委員 

サービス等利用計画 

 

 

 

 

 

 

特別な配慮や支援を必要とする・・・ 

幼児含まず 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

卒業後の進学や就労等の可能性が広がるよう、就学中からキャリア・パスポート等の活 

 

幼児含まず 
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目標２ 誰一人取り残さない学校づくり 

１ 多様な教育的ニーズに応じた学びの場の実現 

(1) 県立特別支援学校における教育環境の整備 

国が定める「特別支援学校設置基準」に基づく各学校の必要面積の充足率や令和

５年１０月に文部科学省が実施した教室不足調査の結果等を踏まえ、今後の児童生

徒数の推計等を考慮した上で、県立知的障害特別支援学校の狭隘化の解消を図って

いきます。そのため引き続き県有財産や統廃合により使用が見込まれない小・中・

高等学校の校舎、余裕教室などを活用した分校設置等を含めた教育環境の整備を進

めます。 

また、経年劣化により構造耐力が低下している既存校舎等の改築や改修など老朽

化対策に関する計画等を考慮した上で、狭隘化の解消とあわせて一体的な対策を講

じることを検討します。そのほか、複数の障害種部門の併置・併設などについても

検討を行います。 

 

(2) 学びの場を主体的に選択できる進路支援の充実 

特別な支援を必要とする生徒が中学校卒業後の進路を選択する際に、進路先につ

いての十分な情報を得られるよう、高等学園等の合同説明会を実施するとともに、

中学校の生徒及び進学担当教員に対するウェブページやＳＮＳを活用した情報発

信に努めます。 

また、生徒本人が主体的に希望進路を幅広く選択できる高等部等の入学者選考の

在り方を検討します。 

 

(3) ＩＣＴ利活用等による特別支援教育の質の向上 

障害の状態と特性等に応じたきめ細かな指導及び支援、個々の能力を伸ばすため

の高度な学びの機会を提供するとともに、デジタルデバイド
*30

の解消を目指したＩＣ

Ｔ活用を推進します。 

 

*30 デジタルデバイド 
情報格差（ＩＣＴを利用できる者と利用できない者との間にもたらされる格差） 

 

 

 

幼児児童生徒の多様な教育的ニーズに的確に・・・ 

 

 

 

 

幼児含まず 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別な配慮や支援を必要とする・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童生徒の多様な教育的ニーズに的確に対応した体制・環境の整備 
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視覚障害や聴覚障害に対応したＩＣＴ機器の活用、意思の表出やコミュニケーシ

ョンの手段及び遠隔による指導への活用のほか、在宅就労など新たな働き方に対応

したキャリア教育・進路指導の充実への活用など、ＩＣＴ機器の日常的な活用によ

り効果的な指導及び支援ができるよう取り組みます。 

 

(4) 小・中学校等における特別な配慮や支援を必要とする児童生徒の学びの充実 

発達障害を含む特別な配慮や支援を必要とする児童生徒が通常の学級に在籍し

ていることなどを踏まえ、合理的配慮の提供や担任と特別支援教育コーディネータ

ーの連携による支援など、個々の児童生徒の教育的ニーズに応じた必要な支援を行

います。 

さらに、全ての児童生徒に分かりやすいユニバーサルデザインの視点を取り入れ

た学級経営や授業づくりを推進し、一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指導の

充実を図ります。 

通級による指導では、自立活動の内容を参考にした特別の教育課程を編成し、在

籍する通常の学級と連携した個に応じた支援を行います。 

特別支援学級では、自立活動を取り入れた教育課程を編成し、自立活動の時間を

確保するなど、一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指導の充実を図ります。ま

た、特別支援学級の児童生徒が、在籍する学校の通常の学級の一員としても活動す

る取組が実施できるよう、交流及び共同学習の推進を市町村教育委員会に働き掛け

ます。 

 

(5) 高等学校等における特別な配慮や支援を必要とする児童生徒の学びの充実 

全ての教職員が特別な配慮や支援を必要とする生徒が在籍している可能性があ

ることを前提に、学ぶ過程において生じる困難さに応じた指導内容や指導方法の工

夫を組織的に行います。また、インクルーシブ教育の充実について検討していきま

す。 

特別な配慮や支援を必要とする生徒に対しては、特別支援教育コーディネーター

や通級による指導の担当教員を中心に、校長のリーダーシップのもと、適切な教育

相談の実施や合理的配慮の提供を行います。特に、義務教育段階から行われている

必要な支援が、入学後も切れ目なく行われるよう、生徒や保護者の意向にも配慮し、

個別の教育支援計画や個別の指導計画を作成・活用します。 

 

 

 

 

 

 

 

幼児含まず 

幼児含まず 

 

幼児含まず 

 

幼児含まず 

 

 

 

 

 

 

幼児含まず 

 

 

伊藤倫就委員 

(5) 高等学校等における特別な配慮や支援を必要とする  生徒の学びの充実 
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さらに、全ての生徒に分かりやすいユニバーサルデザインの視点を取り入れた学

級経営や授業づく、障害の状態に応じたＩＣＴの活用等により、生徒一人一人の教

育的ニーズに応じた適切な指導の充実を図ります。 

通級による指導においては、学習上又は生活上の困難のある生徒が、安定した学

校生活や集団活動が行えるよう、学校の特色と生徒の教育的ニーズに応じた特別な 

教育課程を編成し、自立した社会生活を目指す自立活動の指導など、きめ細かな指

導及び支援を行います。 

また、小・中学校等における指導や合理的配慮の状況などを高等学校等へ十分な

引継ぎを行うことができるよう、支援体制の充実を図ります。 

 

 (6) 安全・安心な医療的ケアの実施体制等の整備 

これまで以上に高度化・複雑化している医療的ケアの内容に対応するため、特別

支援学校で中心的な役割を担っている医療的ケアコーディネーターに対して、教職

員と看護職員の連携やそれぞれの役割などに関する研修を実施します。また、医療

的ケアへ直接的に携わる看護職員に対して、より専門的な研修を通して、知識・技

術の向上を図ることで、これまで以上に安全・安心な医療的ケアが実施できる体制

の整備を進めていきます。 

さらに、医療的ケアを必要とする児童生徒に対する通学支援や指導的な役割を担

う看護職員の育成など、他の自治体における取組などを参考にして、今後更に医療

的ケアを行う体制の充実が図れるよう、検討を進めていきます。 

加えて、小児慢性特定疾病児童等及びその家族、関係者からの療養や就学・就労

等に係る相談に対応するとともに、小児慢性特定疾病児童等を支援する教育機関関

係者に対する疾病に係る周知啓発等により、相談支援体制を整備し、小児慢性特定

疾病児童等の健全育成及び自立促進に努めます。 

 

２ 学習の質を高めるための教員の専門性向上   

(1) 全ての教員の特別支援教育に関する基礎的な知識、合理的配慮等に関する理解の

促進 

全ての教員には、発達段階における特徴及び障害の特性等を踏まえた指導方法を

工夫できる力や、個別の教育支援計画・個別の指導計画などの特別支援教育に関す

る基礎的な知識のほか、合理的配慮に対する理解等が求められます。 

そのため、研修や計画的な採用・人事異動などにより専門性の高い人材の育成・

確保に努めます。 

 

級経営や授業づくり、障害の状態に応じたＩＣＴの活用等により、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、医療的ケアを必要とする幼児児童生徒に対する・・・ 
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(2) 特別支援教育を担う教員の専門性の向上と蓄積 

特別支援学校では、幼稚部から高等部までの幅広い年齢や発達段階の幼児児童生

徒が在籍しているとともに、障害の状態等が個々に異なり、重複障害のある幼児児

童生徒も多いことから、一人一人の障害の状態や発達段階に応じた指導が求められ

ています。また、通級による指導や特別支援学級の担当教員には、通常の教育課程

に基づく指導力を基盤として、特別の教育課程の編成、個別の教育支援計画と個別

の指導計画の作成及び障害の特性等に応じた指導方法のほか、自立活動を実践する

力、保護者支援、関係機関との連携に関する専門性が求められています。 

そのため、研修機会や内容の充実、校内の支援体制整備を図り、教員の特別支援

教育に係る専門性を向上させるとともに、引き続き免許法認定講習の集中開設等を

行い、特別支援学校教諭免許状の保有率向上を促進します。 

 

(3) 職能や教職経験年数に応じた特別支援教育に関する教員の資質能力の向上 

教職員研修計画に基づく基本研修や専門研修のほか、「みやぎの教員に求められ

る資質能力」に位置付けられた発達障害を含む障害等への理解など幼児児童生徒を

多面的・総合的に理解する視点等を体系的に取り入れた研修を、教職員の負担を考

慮しつつ実施します。また、学校等からのニーズに対応した研修を進めます。 

併せて、学校全体で特別支援教育に取り組む観点から、学校経営の改善・充実に

もつながるよう、管理職を対象とした研修の機会や内容の充実など、特別支援教育

を組織的・実践的に推進します。 

さらに、幼児児童生徒に対し、適切な支援を継続的に行うために重要な役割を担

う特別支援教育コーディネーターを対象とした研修の一層の充実を図ります。 

加えて、国立特別支援教育総合研究所等の研修へ教員を派遣するなど、特別支援

教育に高い専門性を有する人材の育成に取り組みます。 

 

(4) 専門性向上を支える校内組織の整備 

教員の専門性向上には研修の充実が必要なことから、校長のリーダーシップのも

と、特別支援教育コーディネーターを中心として組織的に校内研修を計画し推進で

きる体制を整えます。また、総合教育センター等が開催する研修に教員が計画的に

参加できるようバックアップ体制を整備します。加えて、特別支援学校における特

別支援教育コーディネーターは、センター的機能を果たす上で、重要な役割を担っ

ていることから、専門性向上の取組について検討していきます。 
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(4)専門性向上を支える校内体制の整備 
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さらに、理学療法士（PT）、作業療法士（OT）、言語聴覚士（ST）、公認心理師等

の外部専門家の専門性を活用し、校内でのケース会議や検討会を通して教員の実践

的な力の向上に取り組みます。 

 

目標３ 誰もが認め合う地域づくり 

１ 共生社会の実現を目指した理解促進 

(1) インクルーシブ教育の更なる推進 

障害の有無によらず児童生徒が可能な限り共に教育を受けられる条件の整備と、

特別な支援を必要とする児童生徒の生活の基盤となる地域社会への参加を見据え、

交流及び共同学習を更に推進します。その際、小・中学校等においては、教科学習

について、障害の状態等を踏まえ、特別支援学校の児童生徒と共同で実施すること

が可能なものは、年間指導計画等に位置付けて計画的に実施できるよう働き掛けま

す。 

さらに、特別支援学校の児童生徒が地域の学校に副次的な籍を置く副籍制度をモ

デル的に導入し、地域社会とのつながりを深めることに取り組むとともに、交流及

び共同学習を発展的に進めるインクルーシブな学校運営の在り方について検討を

進めます。 

 

(2) インクルーシブ教育の推進に向けた理解啓発 

交流及び共同学習を更に推進することにより、学校と保護者及び地域に対するイ

ンクルーシブ教育への理解と啓発を進めます。また、特別支援学校のコミュニティ・

スクール設置を推進し、地域社会と特別支援学校が一体となって魅力ある学校づく

りを進めていくことで、地域からの関心を高め、共生社会の実現に努めます。 

さらに、特別支援学校文化祭の開催、みやぎ出前講座における特別支援教育に関

するメニューの設定など、広く県民への啓発活動を継続します。 

 

 (3) 特別支援学校が地域において果たす役割の強化 

特別支援学校が地域において果たす特別支援教育のセンター的機能の他に、次

の役割を強化します。 
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・ 関係団体との連携を深めた作業学習や職場体験を通して、地域における特別

支援教育への理解促進を図ります。 

・ 地域コミュニティの活性化に貢献するよう、地域に開かれた施設運営、地域

と密着した学校行事運営などに取り組みます。 

 

 

２ 市町村教育委員会へのサポート 

(1) 研修等事業の充実 

特別支援学校のセンター的機能を生かした、市町村教育委員会が行う特別支援教

育に関する研修事業等への支援のほか、総合教育センターを中心とした、小・中学

校等の特別支援教育コーディネーターに対する研修事業の充実を図ります。 

通級による指導や特別支援学級の授業研究や授業づくりに対して、各教育事務所

を通して研修支援を行います。 

 

(2) 就学における相談支援の充実 

市町村教育委員会が実施する就学手続においては、本人や保護者が正確な情報を

基に、就学先を選択できることが重要です。そのため、小学校や特別支援学校双方

で受けられる教育内容や支援体制、合理的配慮の提供、卒業までの児童生徒の成長

の見通し等について情報提供を行うよう、市町村教育委員会に働き掛けます。 

その際、市町村教育委員会が適切に学びの場の検討を行えるよう、県が作成して

いる「就学支援の手引き」の活用促進と内容充実に努めます。 

 

(3) 医療的ケア等の実施に関する支援 

医療的ケアを必要とする児童生徒が地域の小・中学校等へ就学できる環境を整備

するため、宮城県医療的ケア児等相談支援センター（ちるふぁ）等の関係機関とも

連携の上、研修会等を通して必要な情報を市町村教育委員会へ提供していくととも

に、医療的ケアを実施する際の個別の相談対応などに取り組んでいきます。 

さらに、小児慢性特定疾病児童等が適切な療養を確保しながら就学できる環境を

整備するため、小慢さぽーとせんたー等の関係機関と連携の上、研修会等を通して

必要な情報を市町村教育委員会へ提供していくとともに、小児慢性特定疾病児童等

に関する個別の相談に対応していきます。 
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